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1. はじめに 

我が国は人口減少社会の局面にあり，また，財

政状況は依然として厳しい状況下にある．このよ

うな中で，効率的に社会資本整備を行うには，社

会資本サービスの需要者であり経済活動の主体で

ある，世帯や企業の立地を考慮した検討が必要で

ある．その手段として，空間経済モデルによる分

析・評価は有用であり，これまでも，SCGE モデ

ルや CUE モデル，立地均衡モデル等といったモ

デルの研究が蓄積されてきた． 

近年，モデル構築を取り巻く動向として，デー

タ環境の充実や，将来の不確実性に対するシナリ

オ設定の複雑化があり，それに伴ってモデルによ

る計算負荷が増している．このため，計算負荷の

低減は空間経済モデルの分析上の課題の一つと言

え，既往研究においても認識されている[1]． 

この課題解決の方向性の一つとして，計算に用

いる最適化手法を変更することがある．しかしな

がら，これまで論文上，計算方法について記載が

少なく，最適化手法を変更した場合の影響につい

ての考察は見当たらない． 

本稿では，空間経済モデルの最適化手法を変更

した場合の影響を把握することを目的とする．具

体的には，杉本ら[2]のモデルを対象として，深層

学習に用いられる最適化手法を複数適用し，各手

法における計算推移および計算結果について比較

を行う． 

 

2. 対象モデル 

対象とする杉本ら[2]のモデルは，立地均衡モデ

ルを核として，複数のモデルから構成されたもの

である．立地均衡モデルとは，経済活動のうち，

土地市場のメカニズムをモデル化したものである．

モデルでは，世帯行動から生じる土地の需要量と，

地主行動から生じる土地の供給量が，地代の変動

により変化することを表現できる．この地代の変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1：純移動世帯数と内・外転居世帯数の合計 

※2：世帯分布から内・内世帯数および内・外世帯数除いた分布 

図１ モデルの全体構成 

 

動により，土地の需給量が一致した時点で，土地

市場が均衡状態となり，各ゾーンの立地数が決定

される．この均衡状態を求めるための計算に最適

化手法が必要となる．対象モデルの全体構成は図

１のとおりであり，モデルによる各ゾーンの立地

数を決定する際に，式(1)を目的関数とする非線形

最小化問題を解くこととなる． 
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3. 対象とする手法 

本検討では，深層学習で用いられる最適化手法

のうち，RMSprop，Adam を対象とする．なお，深

層学習では学習率（LerningRate，略して lr）によっ

て学習速度（収束速度）が異なることが知られて

いるため，一般的な学習率の数値を踏まえて，表

１のとおり，探索的に学習率を変更し，複数の計

算ケースを設定した． 

 

4. 実地域への適用 

対象圏域は，岐阜都市圏の 10 市町（岐阜市，羽

島市，各務原市，山県市，瑞穂市，本巣市，岐南

町，笠松町，大野町，北方町）とする．ゾーンは，

対象圏域内の 2 分の 1 地域メッシュ（約 500m メッ

シュ）の 2,030 ゾーンとする．計算期間は 2000 年

から 2005 年にかけての 1 期間とする． 

各ケースのゾーン別の土地需要量と土地供給量

の差分の二乗の総計（以下，残差二乗和という）

の推移を図２に示す．図より，一般的な学習率を

基準にみると，学習率が低い場合においては，

RMSprop の方が低く推移する結果となった．また，

学習率が高い場合においては，RMSprop では減少

度合いが限界に達している一方で，Adam では今

回の設定の範囲では限界まで達することなく収束

する結果となった．以上より，手法により計算推

移が異なることを確認した． 
計算結果の比較として，各ケースの収束値（地

代）を散布図（RMSprop の学習率 0.05 を横軸）

として表現したものを図３に示す．図より，数ゾー

ンについて，Adam による計算結果が 45 度線付

近となっておらず，結果にばらつきがみられるが，

それらを除きほとんどのゾーンで 45 度線付近に

収まり，概ね同様の値であることを確認した． 
 

5. おわりに 

本稿では，空間経済モデルの最適化手法を変更

した場合の影響を把握するため，最適化手法に

RMSprop，Adam を適用して計算を行った．計算推

移や計算結果の比較から，RMSprop，Adam で計算

推移は異なるものの収束値としては概ね同様の値

となることを確認した．本稿では影響把握に留

まっており，計算負荷低減に有効な最適化手法の

選定および学習率の設定は今後の課題である． 

表１ 計算ケース（学習率の設定値） 
手法 学習率（太字ゴシック：一般的な数値） 

RMSprop 0.01，0.05，0.08，0.1，0.2，0.3，0.4，0.5，
1.0 

Adam 0.001，0.005，0.01，0.05，0.1，0.5，0.9，
1.0，5.0，10，50，100 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 各ケースの残差二乗和の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 各ケースの収束値 
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※非収束のケースは除く 


